
ア
ジ

ア
, 

3
8
人

, 

(1
3
%
)

中
南

米
, 

7
人

, 

(2
%
)

ア
フ

リ
カ

, 

4
人

, 

(1
%
)

北
米

, 

1
3
6
人

, 

(4
5
%
)

大
洋

州
,

7
3
人

, 

(2
4
%
)

欧
州

, 

4
5
人

, 

(1
5
%
)

平
成

27
年

度
高

校
生

コ
ー

ス
募

集
・
選

考
結

果
等

＜
留

学
先

国
・
地

域
別

＞

平
成

27
年

度
地

域
人

材
コ

ー
ス

募
集

・
選

考
結

果
等

官
民
協
働
海
外
留
学
支
援
制
度
～
ト
ビ
タ
テ
！
留
学
JA
PA
N 
日
本
代
表
プ
ロ
グ
ラ
ム
～

○
応

募
・
選

考
結

果
等

申
請

：
５

１
４

名
（
２

１
８

校
）

⇒
採

用
：

３
０

３
人

（
１

６
１

校
）

〔
分

野
別

生
徒

数
〕

<
申

請
>

<
採

用
>

①
ア

カ
デ

ミ
ッ

ク
3
0
2
人

⇒
1
5
4
人

②
ス

ポ
ー

ツ
・
芸

術
6
5
人

⇒
5
8
人

③
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

9
6
人

⇒
5
5
人

④
国

際
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
5
1
人

⇒
3
6
人

○
選

考
後

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
H

2
7
年

6
月

1
3
日

壮
行

会
・
事

前
研

修
H

2
7
年

6
月

2
2
日

以
降

順
次

留
学

開
始

国
立

私
立

公
立

採
用

生
徒

数
3
7
人

1
6
2
人

1
0
4
人

採
用

生
徒

在
籍

学
校

数
1
2
校

9
1
校

5
8
校

＜
国

公
私

立
別

＞

＜
男

女
別

＞

男
女

8
5
人

2
1
8
人

＜
留

学
期

間
別

＞

留
学

期
間

人
数

1
4
～

2
0
日

間
1
1
8
人

2
1
～

2
7
日

間
4
8
人

2
8
～

5
5
日

間
9
3
人

5
6
～

9
2
日

間
4
4
人

○
応

募
・
選

考
結

果
等

申
請

地
域

事
業

：
１

１
地

域
⇒

第
３

期
派

遣
の

対
象

と
な

る
採

択
地

域
事

業
数

：
７

地
域

＜
地

域
名

：
栃

木
県

、
三

重
県

、
岡

山
県

、
徳

島
県

、
熊

本
県

、
大

分
県

、
沖

縄
県

＞

⇒
第

４
期

派
遣

の
対

象
と

な
る

採
択

地
域

事
業

数
：

４
地

域
＜

地
域

名
：
福

島
県

い
わ

き
市

、
石

川
県

、
奈

良
県

奈
良

市
、

香
川

県
＞

「
地

域
の

活
性

化
に

貢
献

し
、

地
域

に
定

着
す

る
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

」
の

育
成

を
目

的
と

し
、

地
域

の
産

学
官

が
主

体
と

な
っ

て
事

業
を

実
施

。

○
採

択
地

域
事

業
に

お
け

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
（
第

３
期

派
遣

対
象

）

H
2
7
年

3
月

～
学

生
募

集
（
各

地
域

ご
と

）
H

2
7
年

5
月

～
6
月

中
旬

学
生

選
考

（
各

地
域

ご
と

）
H

2
7
年

6
月

2
6
日

採
否

結
果

通
知

H
2
7
年

7
月

下
旬

～
8
月

中
旬

事
前

研
修

（
各

地
域

版
及

び
全

国
版

）
H

2
7
年

8
月

下
旬

以
降

順
次

留
学

開
始

地
域
名

地
域
事
業
の
名
称

申
請
者
数

採
用
数

栃
木
県

と
ち
ぎ
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
上
級
コ
ー
ス
）

１
０
名

５
名

三
重
県

航
空
宇
宙
産
業
分
野
の
企
業
へ
就
職
を
め
ざ
す
人
材
の
留
学
支
援

１
１
名

５
名

岡
山
県

お
か
や
ま
若
者
グ
ロ
ー
バ
ル
チ
ャ
レ
ン
ジ
応
援
事
業

１
９
名

４
名

徳
島
県

徳
島
県
地
域
グ
ロ
ー
カ
ル
人
材
育
成
事
業

１
２
名

８
名

熊
本
県

『
熊
本
と
世
界
を
つ
な
ぐ
』
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
事
業

１
９
名

６
名

大
分
県

大
分
県
地
域
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
・
定
着
事
業

２
２
名

８
名

沖
縄
県

沖
縄
か
ら
ア
ジ
ア
へ
ト
ビ
タ
テ
留
学

JA
PA

Nプ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

１
０
名

６
名

＜
第

３
期

派
遣

対
象

＞

＜
第

４
期

派
遣

対
象

＞

地
域
名

地
域
事
業
の
名
称

福
島
県
い
わ
き
市

ト
ビ
タ
テ
！
福
島
浜
通
り
再
生
ス
ト
ー
リ
ー
の
主
役
た
ち

石
川
県

い
し
か
わ
の
明
日
の
人
材
を
育
成
す
る
実
践
的
留
学
プ
ロ
グ
ラ
ム
支
援
事
業

奈
良
県
奈
良
市

奈
良
を
『
開
く
』
人
材
グ
ロ
ー
カ
ル
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

香
川
県

香
川
地
域
活
性
化
グ
ロ
ー
カ
ル
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
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官
民
協
働
海
外
留
学
支
援
制
度
～
ト
ビ
タ
テ
！
留
学
JA
PA
N 
日
本
代
表
プ
ロ
グ
ラ
ム
～

＜
支
援
企
業
・
団

体
＞

（
平

成
２

７
年

６
月

２
５

日
現

在
、

１
４

８
社

・
団

体
）

（
株

）
IH

I
キ

ヤ
ノ

ン
（
株

）
城

北
信

用
金

庫
テ

ル
モ

（
株

）
日

本
電

気
（
株

）
三

井
物

産
（
株

）

あ
い

お
い

ニ
ッ

セ
イ

同
和

損
害

保
険

（
株

）
キ

ユ
ー

ピ
ー

(株
)

(株
)ス

ズ
ケ

ン
東

海
旅

客
鉄

道
（
株

）
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
（
株

）
三

菱
ケ

ミ
カ

ル
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス

旭
化

成
（
株

）
京

セ
ラ

（
株

）
住

友
化

学
（
株

）
東

京
エ

レ
ク

ト
ロ

ン
（
株

）
日

本
ユ

ニ
シ

ス
（
株

）
三

菱
商

事
（
株

）

（
株

）
ア

シ
ッ

ク
ス

(株
)公

文
教

育
研

究
会

住
友

金
属

鉱
山

（
株

）
東

京
海

上
日

動
火

災
保

険
（
株

）
農

林
中

央
金

庫
三

菱
地

所
（
株

）

味
の

素
（
株

）
（
株

）
ク

リ
ー

ク
・
ア

ン
ド

・
リ

バ
ー

社
住

友
商

事
（
株

）
東

京
急

行
電

鉄
（
株

）
ハ

ウ
ス

食
品

グ
ル

ー
プ

本
社

（
株

）
三

菱
重

工
業

（
株

）

出
光

興
産

（
株

）
(株

)ク
レ

ハ
住

友
重

機
械

工
業

（
株

）
（
株

）
東

芝
阪

急
電

鉄
（
株

）
三

菱
電

機
（
株

）

伊
藤

忠
商

事
（
株

）
K

D
D

I（
株

）
住

友
林

業
（
株

）
東

武
鉄

道
(株

)
阪

和
興

業
（
株

）
（
株

）
三

菱
東

京
U

FJ
銀

行

稲
畑

産
業

（
株

）
(株

)神
戸

製
鋼

所
セ

イ
コ

ー
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
(株

)
東

レ
（
株

）
パ

ナ
ソ

ニ
ッ

ク
（
株

）
八

木
通

商
（
株

）

岩
谷

産
業

（
株

）
興

和
（
株

）
セ

ガ
サ

ミ
ー

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

（
株

）
ト

ヨ
タ

自
動

車
（
株

）
東

日
本

旅
客

鉄
道

（
株

）
ユ

ニ
・
チ

ャ
ー

ム
（
株

）

A
N

A
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
（
株

）
（
株

）
小

松
製

作
所

積
水

化
学

工
業

（
株

）
豊

田
通

商
（
株

）
（
株

）
日

立
製

作
所

ユ
ニ

ー
グ

ル
ー

プ
・
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
（
株

）

（
株

）
エ

イ
チ

・
ア

イ
・
エ

ス
コ

ニ
カ

ミ
ノ

ル
タ

（
株

）
積

水
ハ

ウ
ス

（
株

）
TO

TO
（
株

）
日

立
造

船
（
株

）
ラ

イ
オ

ン
（
株

）

S
B

Iホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

（
株

）
サ

ク
ラ

グ
ロ

ー
バ

ル
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

（
株

）
（
株

）
セ

ブ
ン

＆
ア

イ
・
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
（
株

）
ナ

ガ
セ

B
N

P
パ

リ
バ

・
グ

ル
ー

プ
(株

)Ｕ
Ａ

Ｃ
Ｊ

N
TT

グ
ル

ー
プ

サ
ッ

ポ
ロ

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

（
株

）
双

日
（
株

）
長

瀬
産

業
（
株

）
フ

ァ
ナ

ッ
ク

（
株

）
（
株

）
LI

XI
Lグ

ル
ー

プ

大
阪

ガ
ス

(株
)

シ
ス

メ
ッ

ク
ス

(株
)

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

（
株

）
（
株

）
ニ

コ
ン

（
株

）
フ

ァ
ン

ケ
ル

（
株

）
リ

ク
ル

ー
ト

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

大
阪

シ
ー

リ
ン

グ
印

刷
（
株

）
（
株

）
資

生
堂

損
害

保
険

ジ
ャ

パ
ン

日
本

興
亜

（
株

）
西

日
本

旅
客

鉄
道

（
株

）
富

士
ゼ

ロ
ッ

ク
ス

（
株

）
リ

ン
ナ

イ
（
株

）

（
株

）
大

塚
商

会
（
株

）
島

津
製

作
所

（
株

）
髙

島
屋

（
株

）
ニ

チ
レ

イ
富

士
通

（
株

）
（
株

）
ロ

ー
ソ

ン

(株
)大

林
組

島
村

楽
器

（
株

）
武

田
薬

品
工

業
（
株

）
日

清
食

品
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
（
株

）
富

士
フ

イ
ル

ム
（
株

）
ロ

ー
ム

（
株

）

オ
ム

ロ
ン

（
株

）
シ

ャ
ー

プ
（
株

）
太

平
洋

セ
メ

ン
ト

（
株

）
日

清
紡

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

（
株

）
（
株

）
ベ

ネ
ッ

セ
コ

ー
ポ

レ
ー

シ
ョ

ン
(株

)ワ
コ

ー
ル

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

花
王

(株
)

（
一

社
）
信

託
協

会
ダ

イ
キ

ン
工

業
（
株

）
日

鉄
住

金
物

産
（
株

）
（
株

）
堀

場
製

作
所

カ
シ

オ
計

算
機

（
株

）
新

日
鐵

住
金

（
株

）
大

和
ハ

ウ
ス

工
業

（
株

）
日

本
ア

イ
・
ビ

ー
・
エ

ム
（
株

）
丸

紅
（
株

）

兼
松

（
株

）
新

日
本

有
限

責
任

監
査

法
人

中
外

製
薬

（
株

）
日

本
板

硝
子

（
株

）
ミ

ズ
ノ

（
株

）

（
学

）
河

合
塾

C
B

C
（
株

）
蝶

理
（
株

）
（
株

）
日

本
経

済
新

聞
社

（
株

）
み

ず
ほ

銀
行

川
崎

重
工

業
（
株

）
JF

E
ホ

ー
ル

デ
ィ

ン
グ

ス
（
株

）
TS

U
C

H
IY

A
（
株

）
日

本
航

空
（
株

）
三

井
住

友
海

上
火

災
保

険
（
株

）

※
企

業
・
団

体
名

公
表

可
の

14
3企

業
・
団

体
の

み
掲

載
,

50
音

順

キ
ッ

コ
ー

マ
ン

（
株

）
（
株

）
ジ

ェ
イ

テ
ィ

ー
ビ

ー
D

M
G

森
精

機
(株

)
日

本
証

券
業

協
会

（
株

）
三

井
住

友
銀

行

（
株

）
紀

伊
國

屋
書

店
（
株

）
ジ

ェ
イ

テ
ク

ト
TD

K
（
株

）
日

本
た

ば
こ

産
業

（
株

）
三

井
不

動
産

（
株

）
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 
２．社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 （２）国連など国際機関等で活躍する日本人（女性）の飛躍的増加 

小項目 ②将来的に国際機関等で働く意欲と能力のある人材の育成に向けて、以下

の取組を通じ 2020 年までの日本人留学生倍増を目指す。 

・ 我が国の大学と外国の大学が連名で学位を授与するジョイント・ディグリー

制度（国際連携教育課程制度）の導入等、大学等における留学環境の整備を

促進する。 

該当施策名 

（事業名） 

ジョイント・ディグリー 

該当施策の背景・

目的 

意欲と能力のある若者の外国留学を促進する仕組みとして，外国の大学と

の共同プログラムの開設や共同での学位授与など，質の保証を伴った魅力

ある体制の整備が必要との議論が，これまで中央教育審議会を始めとし 

てなされてきたところ。 

こうした認識の下，外国の大学と共同で単一の学位記を授与するジョイン

ト・ディグリーを実現するため，我が国の大学（短期大学を含む。）と外

国の大学による共同の教育課程の編成を可能とする制度（国際連携教育課

程制度）を，新たに創設した。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： 千円 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要 ジョイント・ディグリーは，我が国の大学が外国の大学と共同で一つの教

育課程を編成し，その教育課程を修了した者に対して，共同で学位審査を

行い，共同で１枚の学位記を授与するもの。 

このために必要となる国際連携教育課程制度の要件等についての整理を

行った。 

「我が国の大学と外国の大学間におけるジョイント・ディグリー及びダブ

ル・ディグリー等国際共同学位プログラム構築に関するガイドライン（平

成２６年１１月１４日）」

ttp://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/houkoku/__icsFiles

/afieldfile/2014/12/08/1353907.pdf 

問い合わせ先 

部局課 

文部科学省 

高等教育局高等教育企画課国際企画室 
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国際連携教育課程制度について

○ 我が国の大学と外国大学が連携して教育課程を編成した場合、両大学が連名で学
位記を出せることとする。（＊我が国の大学が授与する学位に外国大学名を付すことが
できるものとして整理する。）

○ 我が国の大学に、外国の大学と連携して教育課程（国際連携教育課程）を編成す
る学科・専攻（国際連携学科・専攻）を設置し、設置認可の対象とする。

○ 国際連携教育課程を編成する場合、連携する外国大学の授業科目について単位
互換ではなく、自大学で開講したものとみなす仕組みを新たに創設する。

○ 卒業要件は、学部の場合、我が国の大学で修得すべき単位の半分以上、外国大
学で４分の１以上を修得することとする。また、共同して授業科目を開設する「共同開
設科目」（任意）を設けた場合、いずれかの単位としてみなすことができる仕組みとする。

《制度の概要》

外国大学と連携した教育課程を編成し、１枚の学位記に連名で学位を授与

《制度の仕組み》

国内Ａ大学

国際連携学科・専攻

大学間
協定

国際連携教育課程の実
施・運営に関する重要事
項について協議【告示】

外国の政府文部科学大臣

○ 国際連携学科・専攻の定員は、母体となる組織の収容定員の内数で上限２割とする。
国際連携学科・専攻には、その定員の規模にかかわらず１名ずつの専任教員が必要とな
るほかは、母体となる学部等の専任教員が兼ねることができることとし、施設・設備につい
ても母体となる学部等のものを利用することができる仕組みとする。

○ 設置認可に際しては、大学設置・学校法人審議会に専門の審査組織を設け、迅速な
設置認可を行うこととする。

申請 設置認可

国際連携教育課程を履修する
学生は両大学に所属（２重学籍）

外国B大学

・正規の大学として
認めていること

・他国の大学とのJD
を認めていること

告示に基づく大学間協定について、

設置認可時に確認することで、間接的
に、外国大学の授業の質保証を求める

日本人学生 外国人学生

国際連携
教育課程

・・・両大学の教育課程は同一

日本人学生 外国人学生

国際連携
教育課程
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ２．社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 （２）国連など国際機関等で活躍する日本人（女性）の飛躍的増加 

小項目 ③海外の事例も参考にしつつ、グローバルに活躍する女性リーダー育成に

向けた実践的な調査・研究などの取組を進める。 

該当施策名 

（事業名） 

女性リーダー育成に向けた諸外国の取組に関する調査 

該当施策の背景・

目的 

国連など国際機関等で活躍する日本人（女性）の飛躍的増加に向け

て、将来的に国際機関等で働く意欲と能力のある人材を育成するために

は、先進的、実践的な女性リーダー育成の調査・研究が必要である。 

そのため諸外国において実施されている、先進的な女性リーダー育成

プログラム等の取組を調査するとともに、国際社会や企業等で活躍する

女性リーダーの育成に向けたセミナー等を試行的に実践・検証すること

でその効果や課題を明らかにし、我が国の女性リーダー育成に向けた取

組の促進を図る。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： 千円 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要 （１） 海外における先進的な女性リーダー育成プログラム等の調査を実施

する。 

（２） 国際社会及び企業で活躍する日本人女性リーダー育成に関する実践

的なセミナー等を首都圏及び地方において試行的に実施する。その際

には、海外における女性リーダー育成プログラムの専門家を招聘する

ことも予定。 

※想定されるセミナーの対象者 

首都圏：企業の女性役員候補 

地  方：企業の女性中間管理職及びその候補 

〈セミナーを実施、ネットワークの形成を図る〉 

問い合わせ先 

部局課 

内閣府 

男女共同参画局総務課 
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ２．社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 (3) 社会の安全・安心を確保する女子人材の育成拡大 

小項目 

① 女性の視点を一層反映した警察運営を図るため、平成 23 年に各都道府

県警察において策定された女性警察官採用拡大計画に盛り込まれた「平成 35

年４月１日における都道府県警察の定員に占める女性警察官の割合をおおむ

ね 10％とする」目標を可能な限り前倒し達成すべく、女性警察官の採用拡大

及び能力、実績に応じた幹部登用を強力に推進する。そのため、不規則な業

務等と家庭生活との両立に資する職場環境整備等の取組を進める。 

該当施策名 

（事業名） 
地方警察官採用募集活動に係る国の事業の強化 

該当施策の背景・

目的 

地方警察官の採用者数は、退職者数の増加や増員により平成 13年度か

ら急増し、平成 14年度以降 11年連続して１万人を超えている。反面、

少子化の影響により就職適齢人口は減少していることに加え、女性の採

用・登用拡大に伴い平成 23年度以降、女性の競争倍率が低下傾向にある

など厳しい採用情勢であることから警察庁として各都道府県の採用募集

活動を強力にバックアップしていくもの。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算：  5,522千円 

※内数である場合はその旨記載。 

 28年度要求方針：検討中 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要 女性対象合同企業説明会へ参加し、都道府県警察とともに警察官の魅

力・やりがいをアピールするとともに、女子学生を対象とした女性警察

官業務説明資料を作成し、当該説明会で活用したり、各都道府県警察に

配布したりしている。 

問い合わせ先 

部局課 

警察庁 

長官官房人事課 
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ２．社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 （３）社会の安全・安心を確保する女性人材の育成拡大 

小項目 ② 消防分野における女性活躍を推進するため、消防職員については、採

用拡大の取組やロールモデルの提示などを行うとともに、女性幹部の育

成のために消防大学校における受け入れ体制の整備や女性幹部養成コ

ースの設置などの取組を進める。 

該当施策名 

（事業名） 

消防本部における女性消防吏員の更なる活躍に向けた取組 

該当施策の背景・

目的 
○ 消防の分野においては、平成２７年４月１日現在、全国の消防吏員に

占める女性の割合は２．４％と低水準。 

○ 消防庁では、昨年度末より「消防本部における女性職員の更なる活躍

に向けた検討会（以下「検討会」という。）」を開催。報告書を７月中に

公表予定。 

○ 消防庁としても、消防サービスの向上、消防組織の活性化のためには、

女性消防吏員の活躍推進を大きく進めることが必要。 

（注）消防吏員：階級を持ち、消火活動中の緊急措置等、消防法上の権限を有する者。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： 千円 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：    ） 

該当施策概要 ○ 各消防本部においては、取組の強化に速やかに着手する必要があるこ

とから、検討会報告書の公表に併せ、消防庁次長から都道府県知事あて

に、消防本部における女性消防吏員の更なる活躍に向けた取組の推進に

ついて通知を発出予定。 

○ この通知において、消防本部ごとの実情に応じながら、数値目標を設

定した上で、女性消防吏員の計画的な増員を要請。消防全体として、消

防吏員に占める女性消防吏員の全国の比率を、平成３８年度当初までに

５％に引き上げることを共通目標とする。 

○ そのために、

１ 女性消防吏員の計画的な増員の確保

２ 適材適所を原則とした女性消防吏員の職域の拡大

３ ライフステージに応じた様々な配慮

４ 消防長等消防本部幹部職員の意識改革

５ その他として、施設・装備の改善や女性の活躍情報の「見える化」

の推進 

などの事項について、各消防本部等に積極的な取組を要請するととも

に、消防庁としても、消防本部と連携し、女性の採用の拡大に向けた積極
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的なＰＲ活動を展開するなどにより、各消防防本部の取組を支援。 

 

問い合わせ先 

 部局課 

 

総務省 

 消防庁消防・救急課 
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ２ 社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 （３）社会の安全・安心を確保する女性人材の育成拡大 

小項目 ② 消防分野における女性活躍を推進するため、消防職員については、採

用拡大の取組やロールモデルの提示などを行うとともに、女性幹部の育

成のために消防大学校における受け入れ体制の整備や女性幹部養成コ

ースの設置などの取組を進める。 

 また、消防団員についても、女性の積極的な加入促進に向けて、通知

等による働きかけ、意見交換や交流を通じた女性消防団員の連携強化の

ためのイベント等の開催、地方公共団体における女性消防団員の加入促

進に向けたモデル的な取組の推進などを行う。 

該当施策名 

（事業名） 
女性消防団員の加入促進 

該当施策の背景・

目的 

 地域住民の安心・安全の確保に大きな役割を果たす消防団について、消

防団員総数が減少する中、女性消防団員は年々増加しているところであ

り、女性が未加入の消防団においては、女性消防団員の入団について真剣

に取り組むこと、すでに女性消防団員が所属している消防団においては、

さらに積極的な女性の消防団への加入促進を図ることを働きかける。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算：270,076千円の内数 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：通知等による地方公共団体への働きかけ） 

該当施策概要 ● 女性の消防団への積極的な加入促進について、通知等により働きかけ

る。 

● 全国の女性消防団員が一堂に会し、日頃の活動やその成果をアピール

するとともに、意見交換や交流を通じて連携を深める全国女性消防団員

活性化大会を開催し、女性消防団員の活動をより一層、活性化させる。

（平成 27年 10月 29日実施予定） 

● 女性や若者をはじめとする消防団加入促進を目的とする取組につい

て、都道府県及び市町村から提案を受け、その中から他の地域のモデル

となるような取組を委託調査事業として採択し、実施・検証を経て全国

展開していく。 

問い合わせ先 

部局課 

消防庁 

国民保護・防災部地域防災室 
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得
て

い
る

。

○
一

方
で

、
約

3
6
％

の
消

防
団

に
お

い
て

女
性

消
防

団
員

が
い

な
い

状
況

⇒
女

性
消

防
団

員
の

加
入

促
進

を
強

力
に

推
進

す
る

必
要

女
性
消
防
団
員
の
加
入
促
進
策

○
い

ま
だ

に
女

性
消

防
団

員
が

所
属

し
て

い
な

い
消

防
団

に
お

い
て

、
入

団
に

真
剣

に
取

り
組

む
よ

う
働

き
か

け

○
先

進
的

な
活

動
を

モ
デ

ル
事

業
と

し
て

実
施

し
Ｐ

Ｒ
す

る
こ

と
に

よ
り

、
女

性
消

防
団

員
の

加
入

を
更

に
促

進

○
女

性
が

安
心

し
て

消
防

団
活

動
に

参
加

で
き

る
よ

う
、

消
防

団
拠

点
施

設
を

整
備

す
る

際
の

「
標

準
的

に
整

備
す

る
こ

と
が

必
要

な
施

設
・

機
能

」
と

し
て

「
女

性
用

ト
イ

レ
・

更
衣

室
」

を
明

示
の

上
、

消
防

防
災

施
設

整
備

費
補

助
金

の
配

分
に

当
た

っ
て

は
、

「
男

女
別

の
ト

イ
レ

等
の

施
設

を
備

え
て

い
る

も
の

」
に

つ
い

て
優

先
配

分
す

る
な

ど
し

て
、

整
備

を
促

進

○
全

国
女

性
消

防
団

員
活

性
化

大
会

を
開

催
し

、
女

性
消

防
団

員
を

一
層

活
性

化
さ

せ
、

地
域

防
災

力
の

向
上

を
図

る
※

第
2

1
回

全
国

女
性

消
防

団
員

活
性

化
さ

が
大

会
平

成
2

7
年

1
0
月

2
9
日

（
木

）

女
性

消
防

団
員

数
の

推
移

＜
救
命
講
習
を
行
う
女
性
消
防
団
員
＞
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ２．社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 （３）社会の安全・安心を確保する女性人材の育成拡大 

小項目 ③ 女性刑務官の登用拡大を図るため、採用枠の増加により人材基盤の強

化を進めるとともに、採用広報活動の体系的・効果的な実施、幹部職員と

一般職員の意見交換会や若年職員の面接の実施などにより女性の離職率

を半減させることを目指す。 

該当施策名 

（事業名） 

女性刑務官の定着促進 

該当施策の背景・

目的 

社会の安全・安心を確保する矯正の分野において、女性の視点をこれま

で以上に反映させるとともに、女性の活躍により，より効果的な矯正行

政の運営が図られるものと考えられるが、女性刑務官については、採用

後３年未満で 30パーセント以上が離職しており、女性活躍を加速させる

ための隘路となっていることから，こうした事情を解決する必要があ

る。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： 千円 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：女性刑務官の採用枠の拡充等） 

該当施策概要 ・女性刑務官 200人の増配置 

・採用広報活動の体系的・効果的な実施 

・受刑者と直接接する勤務箇所についての複数での勤務の実施 

・幹部職員と一般職員の意見交換会の実施 

・矯正局等上級官庁職員による若手職員の面接の実施 

・採用後１年未満の職員に対する相談・助言・指導等による支援 

問い合わせ先 

部局課 

法務省 

矯正局総務課 
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